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 市政一般に関する質問を続行いたします。 

 

 

 内谷邦彦議員の質問 

 

 

○平 進介議長 順位13番、議席番号８番、内谷

邦彦議員。 

  （８番内谷邦彦議員登壇） 

○８番 内谷邦彦議員 政新長井の内谷邦彦です。 

 ６月定例会最後の一般質問となります。４月

の長井市議会議員選挙において２期目の当選を

させていただきました。市議会議員としての重

責を担ったことをこの壇上に立ち、さらに感じ

ております。１期目同様、信念を持って議員活

動を進めていき、よりよい長井市になることを

目指し、通告書に従い、３つの項目について質

問させていただきます。回答をよろしくお願い

いたします。 

 １項目の質問として、企業誘致に関して市長

に伺います。 

 平成30年度の施政方針では、東北地方を東西

に横断できる新潟山形南部連絡道路の整備によ

り、本市は物流などの面で優位性を持ち、産業

集積の場所として最適な環境となることから、

新たな雇用創出と地域経済の活性化を図るため

に、新産業団地の整備に向けて関係機関に要望

するとともに、検討を進めるとしておりますが、

平成30年度の状況を教えてください。 

 平成31年度の施政方針では、新産業団地につ

いては述べられておりませんでしたが、令和２

年度長井市重要事業要望には、新産業団地の整

備及び企業誘致の支援についてしっかりと述べ

られておりました。令和元年度での企業誘致に

関しての方向性や考えについて教えてください。 

 平成31年３月のハローワーク長井の有効求人

倍率は1.47倍、前年度同月より0.04増加で、就

職件数は147件、前年度同月より１件増加とな

っており、一時的に比較すると下がってきては

おりますが、いまだ高い状況で、企業誘致を進

めるには厳しい数字となっております。対応策

などはあるのでしょうか。 

 個人的に考えた場合、働きたくとも働けない

方々の理由、介護であったり、子育てであった

り、さまざまな理由が解決できれば、潜在的な

労働力を発掘できると思いますが、ハローワー

クなどと連携し、アンケート調査などを行うこ

とはできるのでしょうか。 

 次に、産業振興参事に伺います。人材の宝庫

として、長井工業高等学校が上げられると個人

的に考えており、ことし３月の一般質問で、長

井工業高等学校の定員割れの対応策や、長井工

業高等学校の魅力をさらに高める必要があるの

ではとの質問の回答で、2019年度文部科学省の

事業として公募された地域との協働による高等

学校教育改革推進事業について、山形県教育委

員会や山形大学工学部、産業界などのご支援を

得て、本年２月８日に長井市から申請すること

ができました。順調にいけば、３月上旬に国の

ヒアリングを経て、３月下旬に採択される見込

みとのことでしたが、５月の臨時議会後の全員

協議会で、アソシエイト校となったとの説明が

ありました。予算措置は受けられないが、全国

サミットへの参加、評価システムの実証研修へ

の参画などを通して、実質的な指導、助言が受

けられるとのことでした。採択されなかった原

因は何なのか分析されているのかを伺います。 

 また、アソシエイト校となったとのことです

が、単に予算支援が受けられないだけなのか、

ほかに条件的なことはないのか、教えてくださ

い。 

 インキュベーション施設長井ｉ－ｂａｙに関

して、今までの実績や現在使用されている方々

について、将来の展望など、わかる範囲で教え

てください。 

 次に、産業活力推進課での企業誘致事業の中
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で、企業調査専門員がおりました。この方の調

査対象及び目的について教えてください。 

 同様に、人材・誘致育成事業（Ｕターン支援

事業）委託料長井市Ｕターン事業委託に関して、

委託先、事業内容について教えてください。 

 次に、ふるさと納税について伺います。 

 ふるさと納税は、大都市と地方の税収格差緩

和を目的に2008年にスタート、2015年に減税対

象となる寄附額の上限を引き上げ、さらに手続

も簡素化するなどしたことで寄附額が急増し、

自治体間の競争が激化しました。国は、返礼品

を地場産品に限定し、寄附額に対する返礼品の

額の割合を３割以下に抑えるよう各自治体に求

めてきましたが、見直しに応じない自治体が続

出したため、地方税法を改正し、６月から制度

を厳格化することとしました。５月14日、ふる

さと納税にかかわる総務大臣の指定についてが

発表されました。令和元年６月１日以降、ふる

さと納税の対象となる団体1,783団体、46道府

県、1,742市区町村のうち、令和元年６月１日

から翌年９月30日までの期間、１年４カ月にか

かわる指定団体が1,740団体、46道府県、1,694

市区町村、令和元年６月１日から同年９月30日

までの期間、４カ月にかかわる指定団体、43団

体、ここには山形県酒田市、庄内町が含まれて

おります。令和元年６月１日以降、ふるさと納

税の対象とならない団体、５団体、東京都、東

京都に関しては申出書の提出がありません。静

岡県小山町、大阪府泉佐野市、和歌山県高野町、

佐賀県みやき町となっております。 

 地方創生参事に伺います。６月１日よりスタ

ートとなるふるさと納税でありますが、長井市

では既に総務省通達に従い、返礼品の見直しを

行っております。現状の返礼品で進めていくの

か、もしくは何か特筆すべきものが追加されて

いるかを伺います。 

 返礼品や輸送費、受け付け処理から納税関係

の処理などの経費を含んだ金額が寄附金の50％

以内におさめる必要があるはずですが、長井市

の場合はどのようになっているのかを伺います。 

 平成26年度は件数１万4,874件、寄附金が１

億6,318万円、平成27年度２万4,801件、寄附金

が３億5,248万円、平成28年度は１万8,964件、

寄附金が２億8,185万円、平成29年度は２万

5,901件、寄附金が３億9,444万円となっており

ますが、平成30年度はどのような状況であった

のか、教えてください。 

 平成31年度、令和元年度の予算を確認すると、

寄附金額５億5,000万円をめどに取り組むとし

ておりますが、４月からの状況、また、６月か

ら新たな形での再スタートとなりますが、現状

の状況をわかる範囲で教えてください。 

 以前の質問の中で、ふるさと納税業務一括代

行手数料については、サイトがふえ、業務の手

間がかかるとして、手数料が現行の金額から

100円上がっております。この100円上がること

に関しては、質問の回答で事務の効率化などに

より減額できるかやってみないとわからない部

分があり、検討するとしておりましたが、実際

にやってみた結果、変更はあったのでしょうか。 

 また、ふるさと納税の返礼品の購入額と売り

上げの差額に関して質問した際、さまざまな経

費が含まれていることから、実質20％前後の管

理費で運営しているとの回答でした。ふるさと

納税の趣旨を理解していただいているのか、疑

問でした。やはり長井市でつくられたものを全

国に届け、長井市を知ってもらい、長井市に来

てもらう、長井市のファンになっていただくこ

とを考えると、本当に20％の管理費でいいのか、

管理費を抑え、もっと魅力のある製品を提供し

ないと選ばれないのではないかと考えないので

しょうか。また、その辺の趣旨を十分に説明し

ているのかを伺います。 

 ふるさと納税に関して一番利益を上げたのは

どこかとの記事がありました。その中で、まず、

ルールを逸脱し、寄附を集め続けた大阪府の都
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市、2018年度の寄附額が約497億円に達し、今

回国から特別交付税減額のペナルティーを受け、

１億9,500万円減額されたとのことですが、別

途500億円弱集めているので、痛くもかゆくも

なく、ほかはふるさと納税に関するサイト関連

で、運営費として約10％、ふるさと納税の総額

が4,000億円とすると400億円がサイト運営費と

して支払われ、６月からは返礼率が一律となっ

たことで、サイトの運営者は目立つ広告枠の販

売に力を入れており、一部自治体はわざわざ広

告枠を追加で購入して宣伝しようとしていると

の話です。以前の質問の中で、長井市も掲載す

るサイトをふやして対応するとの話がありまし

たが、サイトをふやした効果はどの程度あるの

か、教えてください。 

 ところで、ふるさと納税に関して一番利益を

上げたのはどこかを長井市に置きかえた場合、

どのようになるかを考えてみました。本来ふる

さと納税の趣旨からすると、一番恩恵を受けて

いるのは自治体であり、その次に、返礼品を納

めている生産者、製品の納入者であるべきです

が、どのようになっているのか考えたことはあ

るのでしょうか、伺います。 

 本来ふるさと納税の趣旨からすると、地域資

源を活用し、地域の活性化を図ることがふるさ

と納税の重要な役割であると考えますが、実際、

ふるさと納税にかかわった生産者、もしくは製

品の納入者からの話が聞こえてきていないよう

に思います。平成26年度から始まっているので、

生産者及び製品納入者からの声はどのように聞

き取りしているのか、また、いただいた意見は

反映されているのかについて、どのように行っ

ているのかを教えてください。 

 最後に、昨年12月議会で質問した長井市が造

成した分譲住宅団地、みずはの郷の宅地販売を

宅建業者に仲介させ、手数料を支払った件は違

法との損害賠償を求めた訴訟の判決が山形地裁

であり、貝原裁判長は、市長の判断に合理性が

あり、裁量権の濫用とは言えないとの原告の請

求を棄却しました。判決理由として、宅地が売

れ残り、管理費用がかさむことは歳出の増加に

つながるため、早期完成を目指す必要があった

と認定。円滑な契約や申込者の信用調査など、

市職員では賄い切れない業務が含まれていたこ

とからも、業者に委託した点の妥当性を認めて

おりますが、原告は判決を不服として、高等裁

判所に控訴しました。その後の状況について、

市長に伺います。 

 以上で壇上からの質問を終わります。ご清聴

ありがとうございました。 

○平 進介議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 内谷邦彦議員のご質問にお答え

いたします。 

 議員からは大きく３項目にわたってご質問い

ただいておりますが、私のほうからは２項目、

４点についてお答え申し上げます。 

 まず、最初の企業誘致の取り組みについてで

ございますけれども、平成30年度の新産業団地

の進捗状況についてはどうなっているのかとい

うご質問でございます。 

 新産業団地の設置は、区画を整理した用地、

いわゆる一般的に工業団地と言われているもの

でございますが、この団地を持たない本市にと

っては、誘致活動の切り札とも言える事業であ

るというふうに考えております。そこで、ここ

数年は県のご支援等をお願いしながら設置の方

針を検討してまいりました。これは、山形県内

４つの地区があるわけでございますけれども、

唯一県の工業団地がないのが置賜地域だという

ことから、ぜひ置賜にも県のご支援をいただき

ながら、こういった企業誘致のための団地をと

いうことでございました。しかしながら、急傾

斜部を除く本市内の大部分は、農業振興地域で

あり、現に耕作地であることから、推進の具体

策が見出せない状況にありました。なお、この

新潟山形南部連絡道路と、それから、国道287
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号線、長井南バイパスの開通と、これからの工

事にあわせて、以前の都市計画地域の見直しを

行う際に、その周辺については、都市計画区域

内の調整区域ということで、県のほうから認め

てはいただいているところでございます。 

 このようなことから、平成30年度におきまし

て、長井市の担当を農林水産省、こちらは農村

振興局農村政策部の農村計画課というのがある

んですけども、こちらに出向かせまして、国の

考え方などをお聞きするなど、情報収集を行っ

ております。結果といたしまして、農振除外や

農地転用を相談する前提として、立地候補企業

を示すことが必要であるとのアドバイスをいた

だきました。また、農地転用等の判断では、県

の裁量による部分もあると伺ってきたところで

ございます。 

 続きまして、（１）と、最初の質問とも関連

するんですが、２つ目の令和元年の企業誘致に

関しての方向性と計画ということでございます

が、誘致企業の確保と用地の確保は、お互いが

企業誘致を進める条件となっております。した

がって、事前に用地取得を今まさに検討しよう

とする段階の企業を把握する必要がございます。

本市の場合、そのような企業を把握する機会は、

これまでさまざまな産業施策を通じて関係を築

いてまいりました市内に立地されている企業と、

その関連企業であることから、今年度は４月か

ら産業活力推進課に企業調査専門員を配置いた

しまして、現在各企業を訪問していただき、意

向調査などを進めているところでございます。 

 続きまして、これも１と２、あと３、今回の

この３番目の質問も全て関連することだとは思

いますけれども、議員からは、求職者数をふや

すために、働きたくとも働けない方の発掘をと

いうことのご提言でございました。国内景気の

状況は、先行きに不透明感が漂いつつあるもの

の、ハローワーク長井管内の４月の有効求人倍

率、これは議員のほうからも紹介いただきまし

たけれども、４月は1.39倍、これは県内では４

番目の高さで、ひところ、昨年の11月は2.01倍

でございましたんで、少し落ちついてきたのか

なとは思っております。ただし、正社員につい

ては、まだいまだに1.40倍と、県内では断トツ

の１位で、県内では1.0を超えてないというこ

とでございます。依然人手不足の状況にござい

ます。このような状況から、働きたくても働け

ない、本来は求職希望者であるべき方を把握し、

その対策をすることで人員確保を図ろうという

内谷議員のご提言というのはごもっともである

というふうに思います。 

 課題は、こうした潜在的な求職者の把握方法、

どれだけの方々がこうしたケースに合うかとい

うことでございます。まず、ご指摘のハローワ

ークでございますけれども、求職票等で就職を

希望する方のための機関であります。したがっ

て、求職者が窓口に行かないとこれが判明しな

いということであり、たしか求職者カードとい

うのを書かなきゃいけないんですね。それによ

って、ハローワーク側は仕事を求める、職を求

める人と、あと、企業からの求人と、それによ

って倍率とか、どのぐらい求職者がいらっしゃ

るかということを把握しているわけでございま

して、人手不足対策などの企業側の立場での仕

事、業務ではないということから、就職希望者

の掘り起こしは、現在のところ想定してないと

いうことでございます。また、これは待機児童

や、あるいは在宅介護等の側面から、これは仕

事につきたくても、実際にそういう状況の中で

求職活動ができない方ですね、そういった方か

ら見ますと、一時的には施設の待機者が出る場

合もあるものの、待機児童とか、在宅介護の話

なんですけども、恒常化しておらず、潜在的な

就職希望者の存在はやっぱりなかなか確認でき

ないのというのが現状でございます。 

 市といたしましては、企業の人員確保につい

て、以下を取り組んでいるところです。市内企
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業が例えば製造業や建設業である場合でも、社

内の職種には開発や営業、現場管理などの、例

えば大学卒業の人材等の志望にもかなう分野が

含まれておりまして、さらに、小規模な企業で

あることからこそ、経営への参画への可能性も

あるということで、産業界、あるいは商工会議

所などからも提唱されているＵＩＪターンによ

る外部からの人材確保を推進しているところで

す。ここ数年は、市内企業でも30名を超える大

卒者の採用が確認されております。さらに、市

内企業の情報を市内中学生や高校生はもとより、

県外の学生や地方での転職、地方に戻りたいと

考えておられる社会人等への発信も進めている

ところですが、やっぱりここはなかなか徹底し

ないのかなと思っているところで、今後そうい

った方向性を模索しております。また、人員確

保には、外国人技能実習生も受け入れておると

ころですが、現在市内では推定で100名程度の

方がおられるのではないかというふうに思って

おりますが、長井商工会議所では企業人材確保

研究会の中で取り組んでおられることから、長

井市としても情報交換等で支援を行っていきた

いと考えているところでございます。 

 続きまして、大きな項目の３点目のみずはの

郷の宅地販売に関する訴訟についてお答えを申

し上げます。 

 議員から今までの経過あったわけでございま

すが、この５月30日に、みずはの郷損害賠償請

求住民訴訟控訴事件の判決の言い渡しがあり、

原審の山形地方裁判所の原告棄却判決に続き、

控訴棄却の判決でございました。まさに適正な

判断をしていただいたと考えているところです。 

 内谷議員ご質問の主文と判決文の結論である

裁判所の判断について、これは、一字一句読み

上げさせていただきたいというふうに思います

ので、よろしくお願いいたします。 

 初めに主文でございますが、「１、本件控訴

を棄却する。２、控訴費用は控訴人の負担とす

る。」続きまして、第３、裁判所の判断につい

てでございます。 

 「１、要旨。当裁判所も原審同様、長井市が

行ったみずはの郷宅地分譲に際し、長井市が宅

地業者との間で売買手続業務を委託する契約を

締結して売買価格の６％の報酬を業者に支払う

こととした長井市長の判断は、その業務の内容

や報酬額について検討してみても、市長の裁量

権の範囲を逸脱し又はこれを濫用するものとは

認められないものと判断する。長井市と宅建業

者との間の契約は、売買の代理の業務を委任し

たものと認められるから、売買代金の６％相当

額の報酬を支払ったことは、宅地建物取引業法

46条による報酬の制限に違反するものでないし、

報酬額が業務に照らして過大なものであるとも

いえない。長井市と宅建業者との間の契約の締

結及びこれに基づく業者への報酬の支払が、市

長の裁量権を逸脱又は濫用するものともいえな

いから、地方自治法２条14項又は地方財政法４

条１項に違反するものでもない。したがって、

長井市と宅建業者との間の契約の締結及び業者

への報酬の支払について、当時の長井市長であ

る内谷重治には何ら職務上の義務違反はなく、

長井市に対する損害賠償義務を負うことはない。

住民訴訟により内谷重治に対して損害賠償請求

をすることを長井市長に求める控訴人の請求は

理由がない。控訴人の請求を棄却した原判決は

相当であり、本件控訴は理由がない。以上の判

断の理由は、後記のとおり補足するほかは、現

判決が事実及び理由第３の２に認定、説示する

とおりである。ただし、原判決11項23、24行目

の長井市宅地開発事業計画委員会を長井市宅地

開発事業計画検討委員会と改める。 

 ２、報酬額の相当性について。原判決を引用

した上記の前提事実及び認定事実によれば、①

長井市と宅建業協会長井との間で、本件各分譲

宅地の売買において宅建業協会長井に所属する

宅建業者が長井市を代理することとし、その手
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数料を売買代金の６％とすることを合意したが、

この合意による売買代金の６％の手数料は、宅

地建物取引業法46条に基づき国土交通大臣が定

める宅地の売買の代理の報酬額（原判決別紙１

の２の告示及び前記第２の２の被控訴人の主張

のとおり。）の範囲内の金額であること、②長

井市は、分譲申込みの募集要項に、宅地建物取

引業法に基づく重要事項説明は宅建業協会長井

の取引主任者が行い、手数料はかからない旨を

明記し、分譲希望者に対し、宅建業者の営業活

動により宅建業者の斡旋で分譲申込みした場合

でも、そして仮にその宅建業者が宅建業協会長

井に所属する業者であった場合でも、分譲希望

者が宅建業者に売買の媒介を委託する必要はな

く、長井市が売買の代理を依頼する宅建業協会

長井に所属する宅建業者が宅地建物取引業法に

基づく重要事項説明を行うことを予め説明し、

分譲申込者から個別に了承を得たこと、③長井

市は、分譲希望者が宅建業協会長井に所属する

宅建業者の斡旋で分譲申込みをした場合には、

その業者に重要事項説明書や売買契約書の作成

と説明から契約書の受領までの売買契約手続業

務を委任し、それ以外の場合は宅建業協会長井

が選定した業者にそれらの業務を委任し、その

報酬は、いずれも前記①の宅建業協会長井との

合意に基づく手数料額とされたこと、以上の事

実が認められる。 

 上記事実によれば、長井市が宅建業者に対し

て売買契約手続業務を委任した契約の性質は、

分譲地の買主側が宅建業者の介在による費用を

別途負担しないようにするため、買主側に宅建

業者との媒介契約を締結させず、もっぱら長井

市を代理して宅建業者が売買手続を行うことと

して重要事項の説明から売買契約書の作成受領

までの手続を委任したものといえる。一部の業

者が重要事項説明書に媒介である旨を記載して

いたことや、売買契約書に代理であることが示

されていないことは、必ずしも上記認定判断の

妨げとなるものではない。したがって、このよ

うな契約は、長井市が宅建業者に対して宅地の

売買の代理を依頼する契約（宅地建物取引業法

34条の３にいう代理契約）ということができ、

その契約に関して宅地建物取引業者が受けるこ

とのできる報酬は、宅地建物取引業法46条によ

り国土交通大臣が定める報酬額、すなわち媒介

の場合の２倍の額となるというべきである。長

井市が宅建業者に対して支払った報酬額は、宅

地建物取引業法46条に基づき国土交通大臣が宅

地の売買の代理の場合について定めた報酬額の

範囲内である売買代金の６％相当額であるから、

このような報酬額の定めは、同条の規定に違反

するものではない。 

 控訴人は、宅建業者の業務は、宅地取引にお

いてもっとも肝心な営業活動が含まれていない

から、せいぜい媒介業務のうち営業活動を除い

たほんの一部の事務作業としか評価できず、媒

介の場合の報酬の上限である3.24％より遥かに

低い金額でなければならないことは明らかであ

り、長井市が宅建業者に支払った報酬６％は、

宅地建物取引業法に違反する高額な金額である

と主張する。しかし、宅建業者は、長井市から

売買の代理の委任を受けた契約に基づき、買受

人の資力調査を行うほか、売買物件の調査・確

認をして重要事項説明書及び売買契約書を作成

し、売買物件の権利関係や法令上の制限、取引

条件などの重要な事項を買受人に説明して、分

譲宅地の売買を成約させたものである。 

 これにより、長井市は、宅地建物の取引に関

する専門的な知識を要する職員がいなかったと

いう状況にあっても、宅建業者に業務を委託し

たからこそ、複雑な不動産取引の知識を要する

本件宅地の分譲にあたり、紛争を未然に防止す

るとともに買受人の保護に万全を期しつつ、円

滑な取引を行うことができたといえる。契約に

基づき宅建業者に委託された業務としては、控

訴人が主張するように営業活動が含まれていな
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いとしても、そのような場合にも売買の代理を

委任して宅地建物取引業法の定める範囲内の報

酬を支払うことがおよそ社会通念上許されない

ものであるというほどの根拠はなく、これを控

訴人の主張するような媒介業務のうちのほんの

一部の事務作業としか評価できないとはいえな

い。みずはの郷の宅地分譲にあたり、宅建業者

との間で宅地の売買の代理を委任する契約を締

結し、契約に基づき宅地建物取引業法に定める

範囲内の報酬を支払った長井市長の判断が、そ

の裁量権の範囲を逸脱したものということはで

きない。仙台高等裁判所第２民事部」というの

が判決文でありますが、なお、原告は、この判

決の全部を不服として、2019年６月５日付で最

高裁判所への上告定期通知書と上告受理申し立

て書を提出しているということのようでござい

ます。 

 以上をもって答弁といたします。 

○平 進介議長 横山照康産業振興参事。 

○横山照康産業振興参事 私からは、企業誘致の

取り組みについての４番目、長井工業高校の文

科省事業不採択の原因はというところからお答

えをさせていただきます。 

 まず、この事業についてご説明を申し上げま

す。2019年度地域との協働による高等学校教育

改革推進事業は、地域振興の核として、高等学

校教育の質の向上に取り組む文部科学省の新た

な事業でございました。高校と市町村、地元企

業と大学などが連携し、高校生に地域課題解決

等を通じた学びを提供する仕組みの全国モデル

を構築、発信するという事業でございました。

この事業の採択に向けまして、全国から地域課

題にグローバルな視点で取り組むグローカル校

が20校、それから、過疎地の活性化や魅力づく

りに取り組む地域魅力化型20校、そして、もの

づくりにかかわる人材を育てるプロフェッショ

ナル型10校の３種類が募集されたということで

ございます。 

 長井工業高校と長井市、それから、山形県に

おきましては、プロフェッショナル型の拠点校

となるべく、長井市ものづくり人材育成推進協

議会を受け皿とした、高校と企業との連携を提

案したところでございます。 

 審査の経過につきましては、昨年度おられま

した泡渕地方創生戦略監のご指導もございまし

て、書類審査を無事通過、その後、３月の文科

省ヒアリング審査では、審査員から事業内容に

ついて、長井市では既に地域協働で人材育成が

できている等のコメントをいただいたところで

ございます。また、４月18日に送付されました

審査の総合所見でも同様の評価をいただいてお

ります。結果として、プロフェッショナル型に

指定されなかったということの原因につきまし

ては、これは推測でしか申し上げられないので

すが、審査員全体の反応から推察しますと、長

井工業高校と本市は既に地域協働ができている

という地域であり、他の地域と比べた場合の伸

び代の部分で優先順位が下がったのかなという

ふうに想像しておるところでございます。 

 次の５番目のアソシエイト校の条件はという

ことでございますが、アソシエイト校、これは

地域協働推進校ということで、仲間として認め

られておるわけでございますが、おっしゃると

おり、予算支援は得られないものの、取り組み

の発表や研究、協議などの予定する全国サミッ

トや取り組みを分析する評価システムの実証研

究を通じて、実質的な参加、参画機会が与えら

れておるものでございます。既決予算の中で参

加をしていきたいというふうに考えておるとこ

ろでございます。 

 それから、６番目のｉ－ｂａｙ実績と入居者

の将来計画というところでございます。 

 インキュベーションＬａｂ．長井ｉ－ｂａｙ

につきましては、企業創業を目指す方や企業創

業後間もない方、または、本市への支店開業等

に対する支援施設として平成28年10月に設置し
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たものでございます。現在は７つあります個室

を７ブース全てに入居がございます。入居当時

は、創業予定者が３名、それから、新規創業者

が３名、それから、既存企業の支店が１社でご

ざいましたが、現在は３名の創業予定者も無事

創業されまして、全てが創業者ということにな

っております。これまでの入居者は、本施設を

足がかりに市内に独立された方もおられます。

また、逆に事業をみずから断念し、または施設

利用実績がないというところから退去された方

もおられます。創業支援の機能は、そういった

ことで諦める方には諦めていただくというよう

な方向でも、創業支援の機能ということでは果

たしておるかというふうに思っております。現

在はインキュベーションマネジャーの助言のも

とで、市内での事業所の設置を検討されておら

れる方が７名のうち複数おられるということで

ございまして、事務所を検討中でございます。 

 次に、７番目の企業調査専門員の調査対象と

目的でございます。 

 市長の答弁の中にもございましたが、市内の

製造業では、近年、工場の増設や事業所の拡張

等を計画、または実際に増設された企業が複数

ございます。また、計画段階においては、拡張

スペースの確保、周辺に土地がないかというこ

とで、私どもにご相談をいただく場合もござい

ます。こうしたことから、本市が構想中の新産

業団地の設置は差し迫った課題ということにな

ってまいりました。表面化していない市内各事

業所の動向を把握することがこれには必要だろ

うというふうに考えております。したがいまし

て、４月から配置されました企業調査専門員に

より、市内製造業等の事業所を対象に、立地環

境の現況調査と今後の企業の意向及び現在の景

況やその他、市への要望等を伺っているところ

でございます。 

 最後でございます。人材・誘致育成事業（Ｕ

ターン支援事業）の委託先と内容についてご説

明を申し上げます。 

 産業振興のかなめとなりますのは、産業人材

の確保でございます。人手不足のいかんにかか

わらず、継続した課題として、人材確保につい

ては取り組んでおるところでございます。そう

した取り組みの一つが例えば長井工業高校を中

心としたものづくり人材育成推進協議会の活動

であったり、それから、大学生を中心とした人

材マッチング事業ということになります。また、

本市出身者をターゲットとした首都圏でのＵタ

ーン事業についても、平成29年度から庁内の関

係各課等と連携して、まだまだ手探りな状況で

はあるものの取り組んでおるところでございま

す。 

 私ども産業活力推進課が取り組んだ平成29年

度の初年度におきましては、既に山形県が実施

しておりましたヤマガタユアターンサミットと

いう都内で若者を集める事業でございましたが、

この事業を活用し、首都圏在住の若手出身者の

把握を試みたところでございます。平成30年度

には、本市に実際にＵＩターンをされた方、何

人かおられますが、この方をキーマンとして、

前年把握した若手出身者にも参画いただき、長

井市の情報を発信するコンテンツづくりとネッ

トでのそれぞれの活躍を情報、紹介し合ってい

ただくような関係づくりを行ったところでござ

います。３年度目になります今年度につきまし

ては、過去２カ年で発掘した人材とそのネット

ワークを活用しつつ、実際に長井の仕事である

とか、暮らし、文化等の体験と市民との交流を

図るプログラムを設定して、長井市での生活を

具体的にイメージしていただくために、長井市

にお越しいただくというような事業を実施予定

でございます。 

 また、事業の委託先につきましては、現在選

定中でございますが、委託の内容といたしまし

ては、長井での体験でありますとか、交流活動

のプログラムの作成、それから首都圏内でのＰ
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Ｒ募集とプログラムの運営管理、次に、体験交

流活動終了後の関係継続のフォローといいます

か、振り返り、反省会等を通じて、さらに関係

を強化していくというようなものですが、そう

いった事業等を予定しておるところでございま

す。委託する事業者につきましては、どういう

職種かといいますと、就職支援であるとか、あ

るいはスキルアップ等にかかわっておる大手企

業等がありますけれども、そういった関連の企

業を想定しておるところでございます。 

○平 進介議長 竹田利弘地方創生参事。 

○竹田利弘地方創生参事 私のほうからは、問い

の２番目、ふるさと納税の対応について、９項

目についてお答えいたします。 

 まず最初の１項目め、６月１日より再スター

トとなるが、長井市は現状のままでいくのか、

もしくは何か特筆すべきものはあるのかでござ

いますが、本市におきましては、平成29年11月

に総務省の通知に基づきまして、お礼品の返礼

率や地場産品などの定義を踏まえまして、既に

お礼品の見直しを行っておりまして、この６月

１日をもちまして、一新するようなお礼品の大

幅な変更はいたしておりません。 

 なお、一例を挙げますと、米沢牛や果樹、野

菜類を中心に置賜地域地場産業振興センターや

地場産への納入事業者とともに検討し、寄附者

の希望に合うようなラインナップとなるように、

例えばご家庭で食べていただく、いわゆる少し

傷がついているようなわけあり品の果物や寄附

いただきやすい１万円程度に対するお礼品の増

加など、その都度見直しを頻繁に行っておりま

す。このたび新たなふるさと納税の制度が施行

された６月１日以降は、過度なお礼品の競争と

なっていた状態が是正されることから、公平と

なることは歓迎しております。 

 この項の最後になりますが、ふるさと納税を

行った方と継続的なつながりを持ち、交流人口

の増加にもつながる、物から事型のお礼品はふ

るさと納税の本来の趣旨に沿うものであり、長

井市を訪問してもらう体験型のお礼品などにつ

きましても、やまがたアルカディア観光局と検

討を進めてございます。 

 次の（２）の返礼品や輸送費、その他の経費

が寄附金の総額の50％以内におさめる必要があ

るが、長井市の場合はどうなっているかについ

てでございますが、今現在わかっているもので、

平成30年度の事例を申し上げます。ただ、平成

30年度はいわゆる50％という規制がございませ

んでしたので、ご承知おき願いたいと思います。 

 平成30年度の寄附額に対する経費は、おおよ

そお礼の品代が30％、これは全部見直しました

ので、30％以内になっております。あと、お礼

品の送料が約11％、各サイトの手数料が７％、

地場産センターへの事務委託料が８％、その他、

例えば手数料とか広告費用等で４％で、合計約

60％となっておりました。６月１日以降は、総

額で50％以内におさまるようにしなければなり

ませんので、いわゆる利用するサイトによって、

１％程度から12％程度とありますので、高いサ

イトについては、なるべく下げていただくよう

に交渉しておりますし、一部サイトでは、手数

料が若干下がっているところもございます。ま

た、重いもの、例えば果物等で重いものについ

ては送料が若干高くなっておりますので、例え

ば１万円をご寄附いただいて、3,000円のもの

を送る場合と、例えば２万円で6,000円のもの

を送る場合でも、果物等については送料が余り

変わらないことが見られて、送料の割合が高い

ということがありますので、その辺も地場産セ

ンターを通じて運送業者と交渉を行ってござい

ます。なお、地場産センターへのいわゆる事務

の委託料につきましては、半分程度が封筒や帳

票の印刷代、あと寄附者への郵券料等が占めて

おりますものですから、ここの部分の圧縮はや

はりかなり難しいということでございます。 

 あと、（３）平成30年度のふるさと納税の件
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数、寄附金でございますが、寄附件数は１万

8,000件で、寄附の総額ですけども、２億4,700

万円程度でございました。 

 次の（４）平成31年度の予算は、寄附金額５

億5,000万円をめどに取り組むとしております

が、４月からの状況、６月再スタートでの状況

をわかる範囲でということでございますが、寄

附につきましては、クレジットカードのものが

ほとんどでございまして、入金まで数日から１

カ月程度かかるものもあるため、あくまでも受

け付けベースで申し上げます。４月でございま

すが、約900万円でございまして、前年の６割

程度でございました。５月は約3,700万円と、

前年比で３倍になっております。５月までの累

計でも4,600万円と、前年の約1.8倍となってお

ります。６月は、この12日まで、ちょっと集計

の関係上、12日まででございますが、約1,000

万円の寄附をいただいておりまして、前年の約

３倍となっており、６月に入ってからも多くの

方に寄附をいただいてございます。 

 これらにつきましては、やはり近隣の市町村

にも聞いたところ、大きく分けて２つございま

して、この３月まで５割程度の返礼品でやって

いた自治体については、４月からやはり３割に

減額したところについては、何か大幅に落ちて

いると。ただ、昨年度の途中あたりからもう既

に３割になっているところについては、やはり

４月以降、特に５月、ゴールデンウイークあた

りから急激に伸びているというところが非常に

多くございましたので、やはり先ほど申しまし

たが、総務省のほうでいわゆる公正な、いわゆ

るお礼品の返礼率になったことによって、きち

んとやっているところについても、寄附者の方

の理解が得られているのかと考えてございます。 

 なお、これまでの推移を見ますと、寄附金額

のピークは11月から翌年３月でございまして、

長井市に多くの方に寄附をいただけますようＰ

Ｒとお礼品の見直しを随時行っていきたいと考

えてございます。 

 次のふるさと納税業務一括代行手数料につい

て、サイトがふえ、業務の手間がかかることか

ら、現行手数料で100円上げております。100円

上げることについての質問の回答で、事務の効

率化など、やってみなければわからず、検討す

るとしていましたが、結果はどのようになった

かということでございますが、地場産業振興セ

ンターとも随時打ち合わせを行っておりますが、

やはりサイトを５つにふやしたことにより、結

果的に一つにまとめて同じ事務をしなければい

けませんので、取り込みの作業が、例えば一つ

のサイトで１件だったり10件、あと、片方のサ

イトで100件であっても、取り込みの事務は同

じでございまして、やはり結構手間はふえてい

るということでございました。 

 また、寄附件数が多ければ縮減は可能かなと

も考えておりますが、議員からもご案内のあり

ましたとおり、この５月まで総務省の通知を無

視するような形で行った団体がありまして、寄

附件数が昨年の後半、非常に少なかったという

ことから、やはり寄附件数少ないけども、必ず

サイトで、その５つのサイトで１日にゼロとい

うことは全くございません。必ず数件はござい

ますので、やっぱりちょっと取り込んで、全て

一括して処理という手間がふえたということで、

関連事務はかなりふえたと。先ほども申し上げ

ましたが、経費率を50％以内にしなければいけ

ないということから、現在も行っております経

費の見直しの中で、検討を続けていきたいとい

うふうに考えてございます。 

 次に、６番目でございますが、返礼品の購入

額と売り上げの差額について質問した際に、さ

まざまな経費が含まれており、実質20％前後で

運営しているとの回答でしたが、長井市の特産

品を届け、長井市に来てもらう、長井市のファ

ンになってもらうことを考えると、20％で本当

にいいのか、経費を圧縮して、魅力ある製品を
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提供すべきではということでございますが、原

則的に私どもでは地場産業振興センターからお

礼品の品を購入しておりますが、商品の流通過

程では、当然発注の経費、あと在庫管理、こん

包や送付準備など、さまざまな経費を要してお

ります。一概にこれが５％でいいとか、10％で

いいとか、あと、30でいいとか、20でいいとか、

申し上げることは私のほうからはできません。

やはりそれはさまざまな要因があって生じてく

ると思います。 

 議員からご案内のとおり、長井を知っていた

だき、長井に来ていただいてもらい、長井のフ

ァンになってもらうこととともに、長井の地場

産品の生産者にも利益を上げていただくことが

市の活性化につながるということは、地場産セ

ンターと市がお互いに理解してございまして、

できる限り安価で提供していただくよう、随時

両者で打ち合わせをしてございます。 

 次に、（７）のふるさと納税で一番利益を上

げたということで、いわゆるサイトではないか

というところのものでございますが、本市の状

況を申し上げますと、平成26年から「ふるさと

チョイス」、29年３月から楽天、30年６月から

「さとふる」、９月から「ふるなび」、10月か

ら「ＫＤＤＩ」と順次サイトをふやしておりま

す。 

 ５つのサイトとなりました30年の12月では、

6,537万7,000円ほど寄附いただいておりますが、

「ふるさとチョイス」が1,800万円程度の27％、

楽天が1,600万円で25％、「さとふる」が1,900

万円で29％、「ふるなび」が500万円ぐらいで

７％、「ＫＤＤＩ」が500万円程度で同じく七、

八％、あと、市で直接が約４％、250万円ほど

ございました。 

 サイトごとにいろいろな手法で寄附者の掘り

起こしとかＰＲをやっておりまして、いわゆる

楽天のところではポイント等もつけておりまし

て、いわゆるサイトによって、いわゆる寄附者

の方がある程度固定化されているいうふうに見

受けられます。それで、今回、じゃあ、サイト

を減らしたらどうなのかということでございま

すが、例えば「ふるなび」と「さとふる」、Ｋ

ＤＤＩ、３つが平成30年の６月以降行いました

が、この３つで寄附金額の44％を占めておりま

した。例えばこの３つを追加しなければ、推測

でございますが、この44％が多分入らなかった

んじゃないかなというふうに考えられます。今

後も、ほかの自治体等もお聞きしますと、サイ

トをふやすことにより、広く市を知っていただ

く、自治体を知っていただくことになり、やは

りふるさと納税の増につながっているようでご

ざいますし、私どもでも、まず大きいサイト、

この５つは当面の間継続していきたいというふ

うに考えてございます。 

 あと、次の（８）目でございますが、状況を

長井市で考えた場合、本来は自治体で、次に返

礼品を納めている生産者などではないかという

ことでございますが、これについては、議員か

らご案内のとおり、まずは自治体、あわせてお

礼品の品を提供する地場産品の生産者が利益を

得ることがふるさと納税の趣旨でもございます

し、多くの方に寄附いただき、長井市の地場産

品をお礼の品として選んでいただくことが地場

産業の振興に結びつくものと考えてございます。 

 あと、最後でございますが、事業の趣旨から

考えると、もっと生産者や製品の納入者の声が

聞こえてくると思うが、意見は聞いているかで

ございますが、ふるさと納税のお礼品の選定に

当たりましては、ふるさとショッピングなどで

ノウハウを持っている地場産業振興センターと、

あと、地場産品の生産者など、いわゆる果実の

業者等とお礼品の変更、追加などについて随時

意見交換を行ってございます。特に行うのが年

度末でございまして、新年度からのお礼品の入

れかえ等について、過去の実績なども私どもで

示しながら、例えばお礼品の品として選ばれる
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ことが多い牛肉や果物を中心に、３者で意見交

換を行っていることが特に多くございます。一

例ではございますが、米沢牛のラインナップ、

今年度に入りまして若干ふやしたり、あと、先

ほど言いましたが、いわゆるご家庭で食べてい

ただく、ちょっと傷がついているわけあり品等

の、これはリンゴでございましたが、それは業

者のほうの方から、生産者の方から提案いただ

きまして、ラインナップに上げたところ、リン

ゴについては、かなり大きなウエートを占めた

ということで、生産者のほうと、あと、長井市

のほうでも両方で大変よかったというふうに考

えてございます。今後も地場産センターや生産

者などとの意見交換について、より一層充実し

て、地場産業の振興に結びつけていきたいとい

うふうに考えてございます。 

○平 進介議長 ８番、内谷邦彦議員。 

○８番 内谷邦彦議員 丁寧な説明ありがとうご

ざいました。 

 企業誘致に関しましては、やはり常に動いて

いるということを示すのが一番重要だと思いま

すし、県にも国にもアピールできるところは、

我々議会としても進めていかなくてはならない

と思いますので、今後とも頑張っていきたいな

と思っております。 

 あと、ふるさと納税に関しては、やはり選ば

れるということが一番重要なことになりますの

で、そのためには製品を充実させるなり、見て、

楽しんで、一番いいのは長井市に来てもらうの

が一番いいわけですから、その辺の部分に関し

てさらに充実していただくようにお願いをして、

質問を終わります。ありがとうございました。 

○平 進介議長 以上で一般質問は全部終了いた

しました。 

 

 

   散     会 

 

 

○平 進介議長 本日はこれをもって散会いたし

ます。ご協力ありがとうございました。 

 

 

    午後 １時５８分 散会 


